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１１月２１日札幌市は市議会財政市民委員会に公

契約条例素案を提出しました。札幌地区連合では継

続的に同条例制定を求めており、２０１２年度予算

編成に係る政策要求においても求めています。今回

提案されたものは、この間の議論をまとめた上に札

幌市独自の施策を盛り込んだものです。目的として

は従事する労働者の適正な労働環境の確保を図り、

事業の品質を確保して誰もが安心して働き、暮らす

ことができる地域社会の実現に寄与することとし

ています。条例の対象となる「公契約」は、工事に

係る請負契約と清掃、警備等に係る委託契約（水道

局、交通局、病院局の発注案件含む）となっていま

す。また指定管理者との協定もこの対象となるとし

ています。対象労働者は当該契約に従事する賃金労

働者、１人親方及び指定管理者に雇用される労働者

としています。賃金については国の設計単価等を目

安に外部審議会で定めるとし、条例違反事業者には

氏名公表・参加停止の措置も可能としています。札

幌市は２２日から市民意見を募集するとしていま

す。生活者・労働者の声をドンドン盛り込み、生き

た条例としましょう。市民意見の問い合わせは札幌

市ホームページか（０１１）２１１・２１５２札幌

市契約管理課まで。 
 

札幌市公契約条例（案）の概要 
 

【公契約の対象契約】 
・工事請負契約 予定価格５億円以上 
（プラント工事は２億円以上） 

・業務委託契約 予定価格 1,000万円以上 
（清掃、警備業務に該当する契約） 

・指定管理者 
【労働者の範囲】 
・労働基準法第９条に規定する労働者 
・「一人親方」 

【賃金】 
・工事請負契約 公共工事設計労務単価参照 

  ・業務委託契約 建築保全業務労務単価参照 
・指定管理者  市の現業職員の初任給参照 

  ・外部審議会で協議 
【条例の実効性の確保】 
・事業者からの賃金等に関する報告書の提出 
・市が賃金不払いについて労働者からの申出受付 
・市による賃金払状況等の事業者調査と是正勧告 
・条例違反の場合の市による事業者名公表・契約解

除・参加停止措置が可能。 

２０１０年４月民主党が中心となり労働者派遣

法の改正案が国会に上程されました。その骨子は

①登録型派遣、製造派遣の原則禁止 ②違法派遣

の場合における派遣先の雇用申込みなし規定の

新設 ③雇用契約が 2 ヶ月以内の派遣の原則禁
止でした。これは世界同時不況後に生じた大量の

派遣切り・雇止めで明らかになった派遣労働の 

欠陥部分を是正し、雇用安定と社会不安の払拭を目的

としたものでした。今回改正案とされる内容は①は削

除、②は３年の猶予期間、③は「30 日以内」に緩和
し、例外的に日雇い派遣を認める場合があるとしてい

ます。法案提出者は、このような働き方でどのような

労働者と地域を期待しているのか疑問です。せめて元

の連合提案に復するよう頑張りましょう！ 


